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1 

はじめに 

 

令和３（2021）年 11 月、岸田内閣総理大臣から税制調査会（以下「当調査

会」と言います。）に対し、以下のような諮問が行われました。 

「人口減少・少子高齢化、働き方やライフコースの多様化、グローバル化の

進展、経済のデジタル化等の経済社会の構造変化を踏まえ、成長と分配の好

循環を実現するとともに、コロナ後の新しい社会を開拓していくことをコン

セプトとして、新しい資本主義を目指していく。こうした観点から、持続的

かつ包摂的な経済成長の実現と財政健全化の達成を両立させるため、公平か

つ働き方等に中立的で、新たな時代の動きに適切に対応した、あるべき税制

の具体化に向け、包括的な審議を求める。」 

  

総理からの諮問以降も、新型コロナウイルス感染症（以下「新型コロナ」と

言います。）拡大の長期化、少子化の加速、地球温暖化問題への国際的な取組

みの進展、国際情勢の変化など、我が国を取り巻く経済社会情勢には、大きな

変化が続いており、そうした中で、新たな財政需要も生じています。 

 

本答申は、そうした変化を踏まえた我が国税制のあり方についての検討の

出発点として、税制全般を再点検し、様々な社会的課題を包括的に整理するこ

とで、経済社会を巡る状況と今後の「あるべき税制」について、私たち一人ひ

とりが関心を持ち、理解し、議論に主体的に参画する助けとなることを目指し

たものです。一人でも多くの方に本答申を手に取っていただき、将来の税制に

ついて考えていただくことを期待しています。  



 

2 

本答申は、「第１部 基本的考え方と経済社会の構造変化」と「第２部 個別税目の現状

と課題」に分かれています。 

 

「第１部 基本的考え方と経済社会の構造変化」では、これからの税制を考えるために

必要な内容として、租税の役割や民主主義との関わり、租税原則、租税制度の変遷などに

ついてまとめています。 

その上で、当調査会において有識者等も交えながら議論を重ねてきた内容を中心に、「あ

るべき税制」を検討する際の土台となる、近年の経済社会の構造変化について整理してい

ます。 

 

「第２部 個別税目の現状と課題」では、所得税、消費税、法人税など国税及び地方税

の個別税目ごとの制度概要、これまでの改正の経緯、そして「第１部」で触れた経済社会

の構造変化を踏まえた課題について示しています。 

 

そのため、必ずしも最初から順番に読み進める必要はなく、例えば、経済社会の構造変

化にご関心のある方は「第１部」の途中からお読みいただく、特定の個別税目について考

えてみたい方は「第２部」からお読みいただくなど、それぞれのニーズに応じた読み方を

していただければと思います。  




